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レール削正と軌道変位保守の同時期実施を考慮した
軌道保守計画法
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Modeling an Optimal Track Maintenance Schedule in Consideration of the Timing of Grinding and Tamping
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　Recently tamping machines have been used for the maintenance of ballasted tracks, and rail grinding machines 
are used for the removal of rail surface irregularity. Though the maintenance cycle could be extended and the 
amount of the total maintenance cost could be decreased by efficiently combining both, usually both machines 
are independently operated. Therefore, in order to easily find a suitable maintenance schedule including both the 
tamping and grinding, we built a model for estimating the effect of the combined maintenance, and developed a 
scheduling system. By test computation, we have confirmed that our model is effective in terms of maintenance 
quality. Moreover, we investigated the optimum amount of the combined maintenance. 
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１．はじめに

　効率的な軌道保守を実現するためには，有限な保守費

用や保守資源を効率的に運用することによって，中長期

的に適正な軌道状態を維持できる保守計画を作成するこ

とが重要である。

　現在，レール頭頂面の疲労層の除去や転動音の低減を

目的として，レール削正車によるレール削正が定期的に

実施されている。また，バラスト軌道の軌道変位保守を

目的としてマルチプルタイタンパによるつき固め（以下，

「MTT 保守」という）が実施されている。一般にこれら

の保守計画は，別々に作成されているが，レール削正と

MTT 保守を組み合わせて同時期に実施すること（以下，

「組合せ保守」という）で，組合せ保守後の高低変位（高

低狂い）進みが組合せ保守前に比べて抑制される場合が

あることが既往の研究により分かっている１）２）。これは，

高低変位とレール凹凸が減少すると，これに伴う輪重変

動が減少して高低変位進みが小さくなるためであると考

えられている。図 1 に，組合せ保守実施箇所の高低変

位標準偏差，およびレール凹凸に起因する 0.075m から

0.25m のバンドパスフィルター処理を行った軸箱加速度

（以下，「軸箱（レール凹凸）」という）標準偏差の推移

を示す。図より，レール削正により軸箱（レール凹凸）

が減少し，その後の MTT 保守により高低変位の進みが

小さくなっていることがわかる。

　以上のように，組合せ保守を有効に行うことができれば，

高低変位進みが抑制されることで軌道変位の保守周期が延

伸し，軌道保守コストの削減が可能と考えられる。しかし

ながら，この組合せ保守の効果を定量化し，効果の推計モ

デルを構築した例はなく，またレール削正車と MTT 双方

の運用を考慮して組合せ保守を計画するモデルもない。そ

のため，保守計画は，計画担当者により，またはそれぞれ

既往のレール削正計画システム３）および軌道変位保守計画

システム４）により，別々に作成されているのが実状である。

　そこで本研究では，実データを分析して組合せ保守

や，その効果を考慮して高低変位の推移を予測するモデ

ル（組合せ保守モデル）を構築し，また本モデルに基づ

いて組合せ保守計画を作成するモデルを構築した。更に，

組合せ保守計画システムを開発し，組合せ保守計画を容

易に作成できるようにした。

図１　組合せ保守箇所の高低変位と軸箱（レール凹凸）推移
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２．組合せ保守モデルの構築

2. 1　組合せ保守モデルの概念

　ここでは，組合せ保守や，その効果を考慮して高低変

位の推移を予測する組合せ保守モデルを構築する。図 2
に組合せ保守モデルの概要を示す。本モデルは，MTT
保守にあわせてレール削正を行ったロットについては組

合せ保守効果を適用し，年度末における高低変位を推定

するものである。

図２　組合せ保守モデルの概要

2. 2　組合せ保守効果の指標（高低変位進み比 κ）
　組合せ保守の効果を表す指標として，組合せ保守前後

の高低変位進み比 κ を用い，この算定式を式 (1) に示す。

　κ σ σ= ∆ ∆a b/            (1)

　
：組合せ保守前の高低変位進み［mm/日]

：組合せ保守後の高低変位進み［mm/日]
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　なお，ここで図 3（a）に示すようにレール削正を先

に行うものを「削正先行」の組合せ保守，図 3（b）に

示すように MTT 保守を先に行うものを「MTT 先行」

の組合せ保守と定義する。

表１　組合せ保守候補箇所の条件

条件 組合せ保守候補箇所の条件 指標 閾値

① 有道床，分岐器・IJ・EJ 非介在，高速区間（170km/h 以上）

②
年度内に MTT 保守等しない場合，計画策定の年度内に 10m
弦高低変位が目安値を超過する可能性のある箇所

10m 弦高低変位 標準偏差 1.1mm 以上

③ レール状態不良区間 軸箱（レール凹凸） 標準偏差 0.7m/s2 以上

④ 道床状態が良好な区間

5m 弦高低変位 最大値 4.0mm 以下

5m 弦高低変位 標準偏差 1.5mm 以下

軸箱（道床）最大値 7.0m/s2 以下

図３　組合せ保守施工順序
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2. 3　組合せ保守候補箇所

　ここでは，組合せ保守による高低変位進み抑制効果を

分析する。分析には，新幹線走行線区において軌道検

測車により測定された約 3 年分の軌道検測データと軸箱

加速度の 25m 区間統計量，およびその間の保守実績を

用いた。分析対象区間は，単独での MTT 保守の後に組

合せ保守の実績がある箇所とし，また表 1 の全条件を満

たす箇所とした。本表において指標に用いる軸箱加速度

については，レール凹凸や道床状態を評価できる波長５）

の帯域でバンドパスフィルター処理を行い，レール凹凸

評価は軸箱（レール凹凸），道床状態評価には 2m から

5m のバンドパスフィルター処理を行った軸箱加速度（以

下，「軸箱（道床）」という）を用いた。各条件の考え方

は次のとおりである。

　条件①では，軌道構造等の影響を受けない箇所を抽出

する。条件②では，高低変位が小さな箇所に MTT 保守

を行っても高低変位の改善効果を得難いため，年度内に

高低変位が閾値６）を超える箇所を抽出する。条件③は，

レール削正による凹凸改善効果を得られる可能性の高

い箇所を選択するためのものであり，閾値はレール凹凸

が比較的大きな箇所を抽出できるように実績から設定し

た。条件④では，道床状態が悪い箇所については組合せ

保守を行っても軌道変位の十分な改善を期待できないこ

とから，道床状態の良好な区間を抽出する。具体的には，

発生バラストを 10mm ふるいマスに通過させ，その通

過率と全体との体積比から細粒土混入率を算出し，その

数値が 25％を超えると道床状態不良，25％以下で道床

状態良好とした。その上で，細粒土混入率と 5m 弦高低

変位との相関が高いことを利用し，図 4 のように 5m 弦

高低変位の閾値を設けた。また，この値に加えて，実績

を参考に軸箱（道床）の閾値を設けた。

図４　細粒土混入率と 5m弦高低変位最大値及び標準偏差
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間隔が短いほど高低変位進み比 κ は小さくなる（効果が

大きい）傾向にある。 削正先行では施工間隔が 0 日か

ら 70 日頃までは高低変位進み比 κ はほぼ同じであるが，

70 日以上になると，施工間隔に応じて高低変位進み比 κ

は大きくなり，概ね 300 日で組合せ保守効果はほとんど

みられなくなる。一方，MTT 先行では，データ数が少

ないものの，削正先行と同様の傾向にあると仮定すると，

施工間隔が 0 日から 20 日頃までは高低変位進み比 κ は

一定であり，概ね 180 日までは施工間隔に応じて高低変

位進み比 κ は大きくなり，180 日以上では組合せ保守効

果はなくなると推定される。

　また，MTT 先行より削正先行の方が，組合せ保守効

果が高い。これは，レール削正によりレール凹凸を減少

させてから MTT 保守した方が，輪重変動が十分に低減

されていることで，整正された軌道変位が小さいまま推

移することになり，高低変位進みが抑制されるためと考

えられる。

2. 4. 2　軸箱（レール凹凸）標準偏差の改善量

　図 5（b）に高低変位進み比 κ と軸箱（レール凹凸）

標準偏差の改善量 Dα の関係を示す。軸箱（レール凹凸）

標準偏差の改善量 Dα は式 (2) から求められる。

　 ∆ = ∆ − ∆α α αG Gb a m s[ / ]2           (2)

Gb

Ga

α
α

∆

∆

：レール削正前の軸箱（レール凹凸）標準偏差

：レール削正後の軸箱（レール凹凸）標準偏差

　図から，削正先行，MTT 先行ともに，レール削正前

後の軸箱（レール凹凸）標準偏差の改善量が大きいほど

高低変位進み比κは小さくなり，組合せ保守効果が大き

くなる傾向にあることがわかる。

2. 5　高低変位進み比推定モデルの構築

　以上の結果より，高低変位進み比 κ には施工間隔及び

軸箱（レール凹凸）標準偏差の改善量の影響が大きいと

考えられることから，高低変位進み比 κ の推定モデルを

表 2 のとおり設定した。本推定モデルでは，施工間隔が

ある程度短い場合は，高低変位進み比 κ の施工間隔への

依存度が低下するため，施工間隔を変数としなかった。

また，MTT 先行の場合については分析したデータの数

が少なかったため，削正先行の推定モデルに一定量を加

算する形でモデル化した。今後，モデル化に十分なデー

タ量が蓄積された際に，本推定モデルを改良することが

考えられる。

2. 6　高低変位進み比推定モデルの精度検証

　高低変位進み比推定モデルの精度を確認するため，図

6 に高低変位進み比 κ の実測値とモデルから得た推定値

の関係を示す。実測値と推定値の差の標準偏差は 0.12 で

あり，本モデルにより，今回分析した箇所における高低

変位進み比 κ は十分な精度で推定できると考えられる。

３．組合せ保守計画システムの開発と検証

3. 1　組合せ保守計画システムの開発

　既に開発されている軌道状態評価システム（RCA）７），

軌道変位保守計画システム（MTS），レール削正計画シ

ステム（RGS）の 3 システムを連携させて，組合せ保守

モデルに基づく保守計画を容易に策定できる，「組合せ

保守計画システム」を開発した。図 7 に本システムの構

成を示す。

　組合せ保守計画を作成する手順は以下のとおりである。

① RCA により軌道検測データ等を分析し，2.3 節の条

件（表 1）に基づいて組合せ保守の効果が見込める

箇所を組合せ保守候補箇所とする。

② この組合せ保守候補箇所については，次の 2 通りの

方法で考慮して組合せ保守計画を作成する。1 つは，

組合せ保守候補箇所を MTT 保守計画作成時にも考

慮する場合（図 7【1】）であり，手順①で選定した

組合せ保守候補箇所を MTS に入力し，候補箇所に

は必ず MTT 保守が行われるように MTT 保守計画

を作成する。もう 1 つは，候補箇所を MTT 保守計

画作成時には考慮せず，次の手順③のレール削正計

画作成時から考慮する場合（図 7【2】）である。

③ 組合せ保守候補箇所における MTT 保守時期を RGS

図５　高低変位進み比 κ との関係
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表２　高低変位進み比推定モデル

施工間隔 [ 日 ] 高低変位進み比推定モデル

削
正

先
行

0 ≤  DT <70 κ =-0.4 × Δα ＋ 0.25
70 ≤  DT <300 κ =-0.31 × Δα ＋ 0.0028 × ΔT ＋ 0.12

300 ≤  DT κ =1.0
M

TT先
行

0 < DT < 20 κ =-0.40 × Δα ＋ 0.46
20 ≤  DT <180 κ  =-0.31 × Δα ＋ 0.0028 × ΔT ＋ 0.54

180 ≤  DT κ =1.0

図６　高低変位進み比 κ の推定値と実測値の関係
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に入力して，MTT 保守時期前後の一定期間内（な

るべく施工間隔が短くなるよう）にレール削正が計

画されるよう組合せ保守計画を作成する。

④ 組合せ保守されるロットに対しては高低変位進み比

κ を適用し，年度末の軌道状態を得る。

3. 2　組合せ保守計画システムによる計画の作成

　開発した組合せ保守計画システムを，MTT 保守対象

ロット数が 800 ロット（100m/ ロット）存在する線区デー

タに適用し，単年度の組合せ保守計画を作成した。

　まず，RCA により組合せ保守候補箇所を選択した結

果，107 ロットが組合せ保守候補箇所に選ばれた。

　次に，組合せ保守計画システムにより，組合せ保守を

考慮した MTT 保守とレール削正の計画を作成した。図

8 は組合せ保守が計画されたロットにおける高低変位の

推移例である。本ロットにおいては，組合せ保守を行う

ことで高低変位進みの傾きが 40％程度緩やかになると

予測された。また，全線における年度末の高低変位標準

偏差を予測した結果を表 3 に示す。

　年度末の状態が最良になるのは，組合せ保守の考慮の

程度が弱い場合（図 7【2】）であった。一方，考慮の程

度が強い場合（図 7【1】）は，年度末の状態が最も悪くなっ

たが，高低変位進みについては最小となった。この様に，

組合せ保守を行うことで，従来と同じ保守量であっても，

高低変位，あるいは高低変位進みが小さく良好な軌道状

態を長期的に維持できる可能性が高いと考えられる。

図７　組合せ保守計画作成システムの構成
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(RGS)

•保守改善量
•保守前後の高低変位進み

【1】考慮(強)

【2】考慮(弱)

表３　組合せ保守計画システムの計算結果

組合せ

保守効

果考慮

組合せ保守

考慮の程度

高低変位標準

偏差 [mm]
高低変位進み

[mm/100 日 ]
年度初 年度末 年度初 年度末

なし

0.980
0.841

0.335
0.283

あり 強（図 7【1】） 0.855 0.268
あり 弱（図 7【2】） 0.831 0.282

図８　組合せ保守が計画されたロットの高低変位の推移例

0.0 

0.5 

1.0 

1.5 

2.0 

'13/4/1 '14/4/1 '15/4/1 '16/3/31 '17/3/31

高
低

変
位

 (
m

m
)

予測値（組合せ保守効果考慮）
予測値（組合せ保守効果未考慮）

レール削正 ＭＴＴ保守

４．適正な組合せ保守量の検討

4. 1　検討の考え方

　組合せ保守により保守周期が延伸する一方で，組合せ

保守に偏重して計画を作成すると，本来保守すべき高低

変位の大きな箇所への保守が計画されない可能性がある。

　そこで，組合せ保守量の適正値を予め把握し，計画作

成の際に考慮する方法を検討する。ここで，この適正な

組合せ保守量の検討では，MTT 保守量そのものと，そ

のうち組合せ保守に割り当てる量を考慮することが重要

と考え，以下の指標を定義する。

（1）MTT 保守率

　MTT 保守対象ロット数のうち，実際に MTT 保守を行

うロットの割合を MTT 保守率 r （式 (3)）とする。即ち，

MTT 保守対象ロット数に r を乗じると MTT 保守量が得

られる。

　 MTT / (0 1)e tr L L r ≤ ≤保守率：         (3)

　
MTT
MTT

e

t

L
L





： 保守量（ロット）

： 保守対象ロット数

（2）組合せ保守率

　MTT 保守量のうち組合せ保守を行うロットの割合を

組合せ保守率 f （式 (4)）とする。即ち，MTT 保守量に f 
を乗じると組合せ保守量が得られる。

　組合せ保守率：f = Lf / Le          (4)
　　Lf   ：組合せ保守量（ロット）

　適切な組合せ保守量を検討するためには，上述の

MTT 保守率 r や組合せ保守率 f に応じた計画を作成し，

その際の年度末の軌道状態を評価する必要があるが，図

7 に示したシステムによる計算を繰り返して検討する

のは，多くの手間を要するため非効率である。そこで，

MTT 保守率 r や組合せ保守率 f を考慮して年度末の高

低変位（全ロットの平均値）を簡易に推定するモデルを

以下のように考えた。

　まず，年度開始時の各ロットの高低変位標準偏差を 
σy0 とすると，年度終了時の高低変位標準偏差 σ’y は，表

4 により算出できる。ここでは，レール削正と MTT 保

守とも年度の中間日に施工すると仮定し，各ロットの

MTT 保守による改善量を xr，保守対象ロットの改善量

の平均値を x－r と表す。また，組合せ保守を行うロットに

ついては，組合せ保守効果を考慮する。ここで，MTT
保守対象ロットについては以下のように考える。

　図 9 に，3.2 節で計画を作成した線区におけるロット

別の改善量を降順に示す。図では 3.1 節の手順①により

組合せ保守候補箇所とされた 107 ロットを区別できるよ

う，色分けして示した。組合せ保守を考慮せずに計画を

作成する場合，本来 MTT 保守は数百ｍにわたって連続

的に施工されるため，改善量の異なるロットが混在して
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保守されるが，ここでは簡便のため改善量の大きなロッ

トから順に MTT 保守が施工されるとする。例えば，r = 
0.1 のときは改善量の大きな上位 10%（80 ロット）が保

守されると考える。そして，表 4 の算出式を各ロットに

適用し，年度末の高低変位を算出する。

　一方，組合せ保守を考慮して計画を作成する場合に

は，組合せ保守率 f に応じて，組合せ保守を考慮した高

低変位の改善量の分布図を作成して MTT 保守箇所を選

択する。例えば，この線区での過去の実績を考慮して，

MTT 保守率を r = 0.26（=206/800）とした場合におい

て，図 10（a）は「MTT 重視」の場合（図 7【2】に相

当，f =0.18），図 10（b）は「組合せ重視」の場合（図 7
【1】に相当，f =0.52）の MTT 保守箇所の改善量をその

降順に並べたものである。図 10（a）は，図 9 を 206 ロッ

トまでで打ち切ったものであるのに対し，図 10（b）は全

ての組合せ保守候補箇所（107 ロット）を保守するため， 
No.123 までは図 10（a）と同じであるが No.123 以降は組

合せ保守候補箇所だけから構成される。このため，図 9
とは形が異なり，MTT 保守による改善量が小さなロット

が保守対象に選ばれていることがわかる。この結果，保

守ロットの平均改善量 x－r は「MTT 重視」では 0.83 であ

るのに対し「組合せ重視」では 0.70 であり，同じ保守量

でも「組合せ重視」のほうが改善量の平均値 x－r は約 15%
小さい。

　このように，組合せ保守は高低変位進みの抑制効果に

より，良好な軌道状態を維持できる可能性が高い一方，

組合せ保守に偏重して計画を作成すると，図 10（b）の

No.150 付近以降のロットの様な改善量が小さな箇所が

保守対象となり，この影響で本来保守されるべき高低変

位が大きな箇所（非組合せ保守候補箇所）への保守が計

画されないことが懸念される。

4. 2　組合せ保守率の適正値

　以上のことから，組合せ保守率 f の適正値を検討する

ために，先述の年度末の軌道状態の簡易な推定モデルに

より，3 年間の軌道状態推移をシミュレーションした。

ここで，組合せ保守候補箇所については毎年度選択する

他，各ロットにおける MTT 保守による高低変位改善量

も，前年度の保守計画を考慮したうえで毎年度算定して

図 9 と同様の図を作成し，MTT 保守箇所を選択する。

　図 11 にシミュレーションにより得られた MTT 保守率

r と年度末の高低変位の各年度の関係を，図 11（a）は

「MTT 重視」の場合，図 11（b）は「組合せ重視」の場

合に分けて示す。これより，MTT 保守率 r が小さいと

年度末の軌道状態は年々悪くなる一方，図 11（a），（b）
共に r =0.6 以上になると MTT 保守率 r が変化しても年

度末の軌道状態に大差が無くなり，一定値に収束する。

また，図 11（a）は r=0.15 付近，図 12（b）は r=0.20 付

近に交点 Pa，Pb があり，この MTT 保守率 r のときに毎

年度末の軌道状態はほぼ一定値で継続的に維持されると

考えられる。4.1 節で述べた通り，「組合せ重視」の場合

は改善量が小さなロットを毎年選定してしまう可能性が

あるため，本シミュレーションにより得られる結果とし

てはPaよりPbの方がMTT保守率 r が大きくなっている。

　図 12 に，組合せ保守箇所数およびその保守率 f と，

各年度末の高低変位の関係を MTT 保守率 r 毎に示す。

図から，MTT 保守率 r が小さいと年度末の軌道状態は

悪くなり，特に  f が大きな場合に年々軌道状態が悪化し

ている。これより，MTT 保守量が少ない場合は高低変

位が大きい箇所，即ち改善量が大きい箇所を優先して保

守する必要があるため，複合保守率 f を小さく留める必

要があることがわかる。また，各 MTT 保守率 r におい

て，年度末の高低変位が最良となる組合せ保守率 f + が
存在し，この f + は MTT 保守率 r が大きくなると増える

傾向にある。f + においては，MTT 保守率 r は同じであっ

ても年々軌道状態が改善しており，組合せ保守の効果が

表れている。

　以上より，年度末の軌道状態は MTT 保守率 r と組合

せ保守率 f によって変動するが，r が与えられるとする

と，この簡易な推定モデルから組合せ保守率 f + を求め

ることができ，最も効率の良い組合せ保守量のもとで，

計画を作成することが可能となる。

表４　年度末の高低変位算出式

MTT 保守 組合せ保守 高低変位 標準偏差 算出式

① × × σ'y = σy0 + Δσb

② ○ × σ’y = σy0 + Δσb - xr

③ ○ ○ σ’y = σy0 + (1+κ)Δσb/2 - xr

図９　高低変位改善量の分布

図 10　組合せ保守対象箇所の改善量
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図 11　MTT 保守率と年度末の高低変位

4. 3　システムにより得られる組合せ保守率との比較

　上述の簡易な推定モデルで得られた組合せ保守率の適

正値の妥当性を検証するために，組合せ保守計画システ

ムにより組合せ保守率  f と年度末軌道状態の関係を分析

した。図 13 にその結果と簡易な推定モデルで算出した

結果を併せて示す。

　システムでは保守の施工単位としていくつか連続した

ロットに対してスケジューリングして MTT 保守計画と

レール削正計画を作成し，年度末の高低変位を算出する。

しかし，簡易な推定モデルでは保守の施工単位をロット

として考慮するため，簡易な推定モデルで得られる軌道

状態はシステムで得られる軌道状態のほぼ下限となる。

また，MTT 保守とレール削正は計画年度の中間日に施

工すると考えることにより，システムでの予測結果とは

差異が存在するが，両者の結果は極めて近い。以上の結

果，今回検討した線区における年度終了時の高低変位標

準偏差は，モデルとシステムのいずれの出力においても 
f + = 0.25 程度で最小となり，簡易な推定モデルによる検

討結果は十分な精度を有することがわかった。よって，

簡易な推定モデルから求めた組合せ保守率 f + を組合せ

保守計画作成システムへの入力値（図 7）として保守計

画を作成することにより，単年度における軌道状態を向

図 12　組合せ保守率と年度末の高低変位

図 13　組合せ保守率と高低変位の関係
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上させつつ保守周期の延伸を図ることが可能な，組合せ

保守を考慮した年間計画を容易に作成できる。

５．まとめ

　本研究により得られた知見を以下に示す。

（1） 約 3 年分の軌道検測データ等の実績から分析を行っ

た結果，組合せ保守の効果は MTT とレール削正の

施工間隔と順序，削正による軸箱加速度の改善量の

影響を受けることがわかった。

（2） 上記（1）の関係に基づいて組合せ保守効果を推定

するモデルを構築した。本モデルによる推定値を実

測値と比較した結果，モデルの精度は十分であるこ

とを確認した。

（3） 組合せ保守計画システムを開発し，構築したモデル

に基づく計画を容易に作成できるようになった。

（4） 組合せ保守量の適正値を簡易に推定するモデルを構

築し，中期的に効果的な計画の作成が可能となった。

　以上より，これまで別々に作成されていた MTT 保守

とレール削正計画を連携させることが可能となり，軌道

状態の向上と保守周期の延伸を実現できると考えられ

る。今後は実証試験等により，本システムの妥当性を検

証する予定である。

文　献

１） 古川敦：マルタイとレール削正車の併用による軌道保守周

期の最適化，鉄道工学論文集，No.13，pp.141-147，2009

２） 矢坂健太，三和雅史，佐々木陽：レール削正とマルチプル

タイタンパの複合保守の効果に関する検討，土木学会年次

学術講演会概要集，第 70 回，No. Ⅵ -467，2015

３） 佐野弘典，田中博文：車上モニタリングデータを活用した

レール削正計画法の開発，JREA，第 58 巻，3 号，pp.7-

10，2015

４） 三和雅史，大山達雄：最適軌道保守計画作成モデルの実施

検証に基づく性能評価と運用実施の汎用化，土木学会論文

集 D3，Vol.69，No.2，pp.160-175，2013

５） 下野勇希，山口義信，田中博文，木村寛敦：バラスト軌道

における保守多投入箇所の効率的な管理方法の検討，第

17 回鉄道技術連合シンポジウム（J-Rail2010），pp.577-

580，2010

６） 高橋亮一：山陽新幹線における標準偏差（σ値）管理，新

線路，9 月，pp.18-20，1998

７） 三和雅史，木村寛淳，山中雅司：レール及び道床状態を考

慮した軌道保守方法の最適選択モデルの構築，鉄道総研報

告，Vol.26，No.2，pp.13-18，2012


